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診療の継続確保と医療従事者の懸命な努力に応える  

医療機関・医療従事者支援策の概要 

コロナ受入病院は８割以上が赤字 
４分の１以上が夏季賞与を減額支給 
▶日本病院会 全日本病院協会 日本医療法人協会 
 

電話・オンライン診療対応、伸び悩む 
全体の１４.６％、初診からは６.１％ 
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オンライン診療の適切な実施に関する指針の見直しに関する検討会 
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 日本病院会 全日本病院協会 日本医療法人協会 

 

日本病院会、全日本病院協会、日本医療法

人協会（以下 3 団体）は 8 月 6 日、「新型コ

ロナウイルス感染拡大による病院経営状況の

調査（2020 年度第 1 四半期）」の結果を公

表。4～6 月の医業利益が赤字だった病院の割

合は 4 月が 69.4％、5 月が 62.8％、6 月が

67.7％だった。新型コロナウイルス感染症患

者の受入もしくは受入準備をしている病院に

限ると、4 月が 82.1％、5 月が 80.0％、6

月が 82.1％。4 分の 1 を超える病院が夏季

賞与を減額支給していることも明らかとなっ

ており、経営悪化が医療従事者の生活を圧迫

しつつある現状が浮き彫りとなっている。 

 

■外来患者や救急受入件数も減少 

医業利益だけでなく、外来患者も減ってい

る。昨年の同時期との比較で見ると、4 月の

外来患者延数は 7,418 人で前年同月比

1,763 人減。5 月は 6,801 人で同 2,193 人

減。6 月は少し持ち直して 8,287 人（同 647

人減）。初診患者数は 4 月が 558 人（同 363

人減）、5 月が 548 人（同 398 人減）、6 月

はやはり少し持ち直し 742 人（176 人）と

なっている。病床利用率は 4～6 月の順に

73.9％、70.2％、72.7％。それぞれ昨年同

月は 80.5％、79.3％、79.8％だった。 

手術件数はさほど変わらないが、検査数は

内視鏡、血管造影とも前年より減っており、

「不要不急な検査・治療」の延期といった措

置がとられていたことが想定できよう。 

また、「ステイホーム」の影響か、救急受入

件数も減っており、4～6月の順に315件（前

年同月比 160 件）、362 件（同 179 件）、

346 件（同 108 件）となった。 

■赤字病院が多いのは昨年も同じ 

3 団体は、「新型コロナウイルス感染患者に

対する診療報酬引き上げが行われたものの、

経営状況の悪化に歯止めはかからなかった」

としたうえで、「緊急包括支援事業による病院

及び職員への支援が予定されているが、現時

点では実行されておらず、病院の経営状況の

悪化は深刻であり、経営悪化の長期化が予想

される」とコメント。病院の経営破綻が相次

げば「新型コロナウイルス感染症対応が不可

能になるのみならず、地域医療が崩壊する危

険性すらある」として、緊急的な経営支援を

求めている。 

ただし、昨年も半数近くの病院が赤字だっ

たことを踏まえれば、経営悪化の要因はコロ

ナ禍のみではないことも明らかだ。とりわけ6

月は赤字割合が 55.5％、コロナ患者受入病院

に該当する病院は 68.2％が赤字となってお

り、そもそも赤字体質だったところに、コロ

ナショックがさらなる打撃を与えたともいえ

る。構造的な経営体質の改善に着手すべき病

院も相当数あると考えたほうがいいだろう。 

なお、3 団体合同で実施したこの調査は、

4,496 病院を調査対象とし、有効回答があっ

たのは 1,459 病院（回答率 32.5％）。病床規

模は100～199床がもっとも多く471病院、

次いで 20～99 床（273 病院）、200～299

床（205 病院）、300～399 床（198 病院）、

500 床以上（178 病院）、400～499 床

（134 病院）。入院基本料は一般病棟が 761

病院ともっとも多く次いで「その他」が 294

病院、療養病棟 264 病院、回復期リハ 54 病

院、精神病棟 37 病院、特定機能病院 27 病

院、地域包括ケア 22 病院となっている。 
  

コロナ受入病院は８割以上が赤字 
４分の１以上が夏季賞与を減額支給 
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 厚生労働省 オンライン診療の適切な実施に関する指針の見直しに関する検討会 

 

厚生労働省は、8 月 6 日に開催された「オ

ンライン診療の適切な実施に関する指針の見

直しに関する検討会」で、電話診療およびオ

ンライン診療に対応している医療機関の数を

公表。7 月末時点で対応した医療機関は

16,202 施設と、全体の 14.6％にとどまるこ

とがわかった（※）。現在、特例として初診から

の電話・オンライン診療も許可されているが、

実施した医療機関は 6,801 施設で、全体の

6.1％と伸び悩んでいる。 
 

（※）分母は厚生労働省「医療施設動態調査」（2020 

年 4 月末概数）における病院および一般診療 

所の合計、110,898 施設。 

 

■オンライン診療よりも 

電話診療が多い現実は何を示す？ 

厚労省が発表したデータは、4 月 27 日、5

月末、6 月末、7 月末の時点での電話・オン

ライン診療の実施数。4 月 27 日が 10,812

施設（全体の 9.7％）だったのが 5 月末には

15,226 施設と約 1.5 倍増となったが、以降

は 16,095 施設、16,202 施設。初診対応は

4 月 27 日が 4,378 施設（全体の 3.9％）、5

月末が6,160施設と約1.4倍増だったものの、

以降は 6,761 施設、6,801 施設。いずれも

5 月末以降は横ばいとなっている。 

ことから、電話やビデオ会議システムなど

を活用した遠隔診療を受け入れない医療機関

が多いと推察される。 

また、そもそもビデオ会議システムを活用

しようとしていない可能性もある。 

「電話・オンライン別 初診の件数」と題

したデータでは、電話診療のほうがビデオ会

議システムなどを用いるオンライン診療より

も多い事実が明らかとなった。4～6 月の初診

件数は電話診療が順に3,014件、5,461件、

3,536 件なのに対し、オンライン診療は

1,142 件、2,807 件、1,659 件となってい

る。馴染みのない通信手段であるビデオ通話

を試みることなく、電話で済ませようという

医師の心理があったのではないかと思わせる

データだ。 

 

■日医の消極姿勢と診療報酬の低さも問題 

オンライン診療の規制緩和は、新型コロナ

ウイルスの院内感染を防ぐために実施されて

いる。なのに、医療機関側が消極的な姿勢に

見えるのはなぜか。その背景には、日本医師

会のかねてからの主張がある。「対面に比べて

診察時に得られる情報が限られる」というも

ので、「初診は原則対面」が「オンライン診療

の適切な実施に関する指針」に盛り込まれて

いるのはそのためだ。 

必然的に、診療報酬の評価も低くなる。も

ともと健康寿命の延伸と、透析医療を削減す

るため生活習慣病患者を対象に展開したオン

ライン診療だが、高血圧患者の診療だと計算

次第では対面とオンラインで 200 点以上、つ

まり 2,000 円以上の差がつくケースもある。 

そうなると経営面から導入に及び腰になる

のはやむを得ないともいえよう。 

もちろん、積極的にオンライン診療に取り

組む医師や医療機関もいるが、残念ながら少

数派にとどまっているのは、前述のデータが

雄弁に物語る。 

コロナ危機という大きな“外圧”がかかっ

ていながらも、ICT 化が進まない日本の医療

の先行きは、決して明るくないだろう。 
  

電話・オンライン診療対応､伸び悩む 
全体の１４.６％、初診からは６.１％
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政府が新型インフルエンザ等対策特別措置法（特措法）に基づく「緊急事態宣言」の発出に

慎重な姿勢を見せるなか、都道府県による独自の「宣言」を発出する動きが広がっている。 

広域の移動が盛んになる旧盆が、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大につ

ながりかねないとして、都道府県知事は危機感を強めている。病床利用率が 100%を超えた沖

縄県では、7 月 31 日に玉城デニー知事が記者会見し、「沖縄県緊急事態宣言」を発出した。 

期間は 8 月 1 日から 15 日までで、以下の 6 項目を要請している。 
 
❶感染を拡大させないため、沖縄本島全域においては、不要不急の外出自粛をお願いします。 

なお、その他の地域においては、可能な限り外出を控えていただくようお願いします。 
 

❷那覇市内の飲食店の営業時間を、朝 5 時から夜 10 時までとするようお願いします。 
 
❸急速に感染が拡大している那覇市松山地域の接待・接触を伴う遊興施設等について、休業を要請し 

ます。また、宮古島市平良西里・下里地域、石垣市美崎町の同様の施設等についても、令和 2 年 8 

月 7 日から 20 日までの間、休業を要請します。 
 
❹県民の皆様には、県をまたぐ不要不急の往来は自粛をお願いします。県外からの渡航については、 

慎重に判断していただきますようお願いします。 
 
❺来島自粛を求めている離島への渡航は自粛をお願いします。また、その他の離島についても、離島 

の医療体制は脆弱であることから、本島と離島間、離島と離島間の移動については、必要最小限と 

するようお願いします。 
 
❻県内イベントの開催については、中止、延期または規模縮小の検討をお願いします。 

なお、実施する場合にはガイドラインに沿って充分な感染対策を行ってください。 
 

また岐阜県では、古田肇知事が 7 月 31 日に記者会見し、COVID-19 の「第 2 波」がきて

いるとして、「第 2 波非常事態」に対する緊急対策を発表した。「愛知県、特に名古屋市」の酒

類を伴う飲食店で感染が多発しているとし、特に名古屋市での酒類を伴う飲食の回避を求めて

いるのが特徴的だ。同じ中京地区の三重県も、鈴木英敬知事が会見し、三重県新型コロナウイ

ルス「緊急警戒宣言」を発出した。「生活文化圏を共有する愛知県、岐阜県、名古屋市と感染状

況、感染防止対策について積極的に情報共有」を図るとしている。 

当の愛知県も、8 月 6 日に「愛知県緊急事態宣言」を発出した。8 月 6 日から 24 日までの

19 日間で、大村秀章知事は、県民・事業者に対し、以下を呼びかけた。 
 

❶不要不急の行動自粛・行動の変容  ❷県をまたぐ不要不急の移動自粛  ❸感染防止対策の徹底 
  

ビズアップ週刊 

２０２０年８月１１日号 
［情報提供］ＭＭＰＧ  
（メディカル・マネジメント・プランニング・グループ）  

メディカルウェーブ  
医療情報 

各地で独自の「緊急事態宣言」、 
政府は慎重 
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■内閣官房で最終的に判断 

8 月 4 日の閣議後の記者会見で、こうした動きについて問われた加藤勝信厚生労働相は、「そ 

れぞれの地域に応じた対応をしていただくということを申し上げてきたが、まさにそうした

対応が今行われているという認識」だとした。 

さらに一般論だと前置きし、「それぞれの地域での取り組みが行われていく中においてもなお、

感染者の増加のスピードが高まっている場合には、再び緊急事態宣言を発出するという可能性

ももちろんある」と指摘。そうした場合に、「さまざまな指標を見ながら、専門家の意見を聞い

たうえで、最終的には政府全体の、中核的には内閣官房で、総合的に判断していくことになる

と思う」と述べた。 

厚労省としての対応は、「感染動向をしっかり注視」することと併せて、「検査体制の充実。

PCR 検査だけでなく抗原検査などのさまざまな検査について、それぞれの地域において必要な

対応がしっかり取れるように、体制の強化を支援していきたい」とした。（以下、続く） 

 

 

 
 

 
 

 
 

加藤勝信厚生労働相は、8 月 4 日の記者会見で、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

に関する検査体制について問われ、「医師が必要と判断した場合、あるいは濃厚接触者の方、さ

らには特定の地域の接待を伴う飲食点などで感染者が大きく発生している場合や、介護施設等

でクラスターが生じやすい状況にある場合には、積極的に検査を行っていただきたいというこ

とを明確にしている」としたうえで、「大事なことは、PCR 検査がしっかり行われているとい

うことに加えて、検査を受けた後に陽性者を入院や宿泊療養など、適切な療養につなげていく

という全体の体制の確保にしっかり取り組むこと」などと述べた。 

また、「症状があっても PCR 検査を受けられない人が出てきている」との指摘に対しては、

そうした報道を「承知している」としたうえで、「そういった自治体とはまた、それぞれ現状を

聞かせていただきながら、我々としてできるサポートをしっかりさせていただきたい」などと

述べた。 

行政検査を行う場合の都道府県との契約については、「医療機関側から感染防止をしていると

いう申し出があれば、それをもって行政検査の実施を認める」「唾液など新しい検査手法が増え

るごとに新しい契約は不要という整理をした」などと強調。現場でより検査がしやすい環境を

作っていきたいとした。 
 

 
  

ＰＣＲ検査 
「全体の体制確保が重要」 

医療情報② 
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 厚生労働省 ２０２０年６月３日公表  

 

 

 

 

第 1 号被保険者数は、３,５５４万人となっている。 

 

 

要介護（要支援）認定者数は、６６８.６万人で、うち男性が２１１.０万人､女性が４５７.７

万人となっている。 

第１号被保険者に対する６５歳以上の認定者数の割合は、約１８.５％となっている。 

（保険者が、国民健康保険団体連合会に提出する受給者台帳を基にしたものである。） 

 

 

居宅（介護予防）サービス受給者数は、３８６.４万人となっている。 

（居宅（介護予防）サービスのサービス別受給者数とサービス別利用回（日）数は、国民健康保険団体連合会 

から提出されるデータを基に算出した値である。） 

 

  

地域密着型（介護予防）サービス受給者数は、８８.０万人となっている。 

 （地域密着型（介護予防）サービスのサービス別受給者数とサービスの利用回数は、国民健康保険団体連合会 

から提出されるデータを基に算出した値である。） 

 

 

施設サービス受給者数は９５.４万人で、うち「介護老人福祉施設」が 5５.２万人、「介護老

人保健施設」が３５.６万人、「介護療養型医療施設」が２.９万人、「介護医療院」が１.９万人

となっている。 

 （同一月に2施設以上でサービスを受けた場合、施設ごとにそれぞれ受給者数を1人と計上するが、合計には 

1人と計上しているため、４施設の合算と合計が一致しない。） 

 

  

高額介護（介護予防）サービス費、高額医療合算介護（介護予防）サービス費、特定入所者

介護（介護予防）サービス費を含む保険給付費の総額は、８,３６５億円となっている。 

   

介護保険事業状況報告(暫定) 
（令和２年３月分） 

経営 TOPICS 

統計調査資料 

抜 粋 

 
 

概  要 

要介護（要支援）認定者数（３月末現在）    

  
2 

 

居宅(介護予防)サービス受給者数（現物給付１月サービス分、償還給付２月支出決定分）    

 

3 

 

地域密着型(介護予防)サービス受給者数（現物給付１月サービス分､償還給付２月支出決定

分）    

4 

 

 施設サービス受給者数（現物給付１月サービス分、償還給付２月支出決定分）   5 

 

 保険給付決定状況（現物給付１月サービス分、償還給付２月支出決定分）   6 

 

第１号被保険者数（３月末現在）    
  

1 

 



 

６ 

（１）再掲：保険給付費（居宅、地域密着型、施設） 

居宅（介護予防）サービス分は３,８６７億円、地域密着型（介護予防）サービス分は 

１,３４４億円、施設サービス分は２,６５４億円となっている。 

 

（２）再掲：高額介護（介護予防）サービス費、高額医療合算介護（介護予防）サービス費 

高額介護（介護予防）サービス費は２１５億円、高額医療合算介護（介護予防）サービス費

は５億円となっている。 

 

（３）再掲：特定入所者介護（介護予防）サービス費 

特定入所者介護（介護予防）サービス費の給付費総額は２７９億円、うち食費分は１７５億

円、居住費（滞在費）分は１０４億円となっている。 

（特定入所者介護（介護予防）サービス費は、国民健康保険団体連合会から提出される現物給付分のデータと 

保険者から提出される償還給付分のデータを合算して算出した値である。） 

 

第１号被保険者一人あたり保険給付費 及び 要介護（要支援）認定者割合 

【都道府県別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
※１ 保険給付費（第２号被保険者分を含む）には、高額介護（介護予防）サービス費、特定入所者介護（介護 

予防）サービス費を含む。 
※２ 要介護（要支援）認定者割合は、第１号被保険者に対する 65 歳以上の認定者数の割合である。 
※３ 保険給付費は、令和２年１月サービス分であり、第１号被保険者数及び要介護（要支援）認定者数は、令 

和２年１月末実績である。 
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診療の継続確保と医療従事者の懸命な努力に応える 

医療機関･医療従事者 
支援策の概要 

        １．医療機関・医療従事者支援策の全体像      
        ２．医療機関への資金繰り支援策     

        ３．新型コロナウイルス感染拡大防止支援策        

        ４．医療従事者に対する慰労金の支給 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■参考資料 
令和２年度厚生労働省補正予算案 厚生労働省：新型コロナ疑い患者受入れのための救急･周産期･小児医療機
関の院内感染防止対策 ｢医療機関･薬局等における感染拡大防止等支援事業｣のご案内 
「新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金交付事業」のご案内 独立行政法人福祉医療機構:医療貸付事業   

７ 

医 業 経 営 
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日本における新型コロナウイルス感染症は４月に新規患者数が一気に増加し、５月には減少

しましたが、７月に入ってから再び新規患者数が増加している状況です。 

こうした新型コロナウイルス感染症の増加を見据え、政府は医療提供体制整備等の緊急対策

として、既に第一次補正予算で「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金」1,490 億円

の国費を投入する予算を編成していましたが、新型コロナウイルス感染症の事態長期化・次な

る流行の波に対応するため、第二次補正予算において事業内容及び予算の見直しを行い、本年

６月 12 日に予算が成立しました。 

この補正予算の見直しで多くの医療機関が支援策を利用できるようになりました。 

 

◆第一次補正予算による支援交付金の創設 

第一次補正予算における新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の概要 

●事業内容 

新型コロナウイルス感染症への対応として緊急に必要となる医療提供体制の整備等につい

て、地域の実情に応じて、柔軟かつ機動的に実施することができるよう、都道府県の取組を

包括的に支援するための交付金を創設する。 

 

●予算額 

公費 2,972 億円、うち国費 1,490 億円 

 

●国と地方の負担割合 

 国１／２、地方１／２ 

 

●事業メニュー 

・入院患者を受け入れる病床の確保、消毒等の支援 

・入院医療機関における人工呼吸器、体外式膜型人工肺（ＥＣＭＯ）、個人防護具、簡易陰圧 

装置、簡易病室等の設備整備 

・重症患者に対応できる医師、看護師等の入院医療機関への派遣 

・軽症者の療養体制の確保、自宅療養者の情報通信によるフォローアップ 

・都道府県における感染症対策に係る専門家の派遣体制の整備  等 
 

（出典）令和２年度厚生労働省補正予算案 
  

医業経営情報レポート 

第二次補正予算で追加・増額された支援の概要    

 
 

医療機関・医療従事者支援策の全体像 1 



 

９ 

 

 

 
 
 
 
 

福祉医療機構では、新型コロナウイルス感染症により事業停止等になった福祉関係施設・医

療関係施設等に対し、優遇融資を実施しています。今般、令和２年度第二次補正予算により、

すべての施設・事業の貸付限度額を「従来の額」と「月次減収額の 12 倍のいずれか高い方」

まで拡充されています。 

さらに、新型コロナウイルス対応を行う医療機関又は都道府県医療計画に基づく政策医療を

担う医療機関及び在宅医療を担う医療機関については、無担保貸付額・無利子貸付額を拡充し

ており、重点的な経営支援を行っています。 

 

◆新規貸付の概要 

融資条件 

貸付対象 
前年同期などと比較して減収又は利用者が減少している等 

※要件に該当するかご不明な場合には、福祉医療機構に相談 

償還期間(据置期間) 15 年以内（5 年以内） ※据置期間は元金の支払猶予期間 

貸
付
利
率 

 

①病院、 

介護老人保健施設、 

介護医療院 

②診療所､助産所､ 

医療従事者養成施設､

指定訪問看護事業 

③コロナ対応を行

う医療機関※１ 

(病院・診療所) 

④政策医療を担う

医療機関※２ 

(病院・診療所) 

当初 5 年間の 

無利子貸付の 

範囲 

1 億円 4,000 万円 

①・②の金額と 

「前年同月からの 

減収額の 2 倍」の 

いずれか高い金額 

①・②の金額と 

「前年同月からの 

減収額」のいずれ 

か高い金額 

上記以外の部分 0.2%（当初 5 年間の上記金額を超える部分及び 6 年目以降の部分） 

貸付金の限度額 

次の金額と「前年同月からの減収額の 12 倍」のいずれか高い金額 

病院 7.2 億円、介護老人保健施設・介護医療院１億円、 

診療所・助産所・医療従事者養成施設・指定訪問看護事業 4,000 万円 

無担保貸付 

病院３億円、介護老人保健施設・介護医療院１億円、 

診療所・助産所・医療従事者養成施設・指定訪問看護事業 4,000 万円 

・コロナ対応を行う医療機関（病院・診療所）の場合 

上記金額と「前年同月からの減収額の 6 倍」のいずれか高い金額 

・政策医療を担う医療機関（病院・診療所）の場合 

上記金額と「前年同月からの減収額の 3 倍」のいずれか高い金額 

※１ コロナ対応を行う医療機関…コロナ患者の入院受入れ・病床確保、接触者外来等の設置 

※２ 政策医療を担う医療機関…都道府県医療計画に名称が記載されている政策医療を担う医療機関及び在宅医

療を担う医療機関 

（出典）独立行政法人福祉医療機構 医療貸付事業 
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医療機関への資金繰り支援策 2 
 

福祉医療機構の優遇融資     
 

 



 

１０ 

 

 

 

 
 

この事業は、発熱や咳等の症状を有している新型コロナウイルス感染症が疑われる患者が、

感染症指定医療機関以外の医療機関を受診した場合においても診療できるよう、救急・周産

期・小児医療の体制確保を行うことを目的としています。 

 

◆救急･周産期･小児医療機関の院内感染防止対策の概要 
 

●対象医療機関 

新型コロナウイルス疑い患者の診療を行う救急・周産期・小児医療機関 

・救命救急センター、二次救急医療機関、周産期母子医療センター、小児中核病院、小児地域

医療センター、小児地域支援病院等 

・新型コロナウイルス感染症を疑う患者を診療する医療機関として都道府県に登録が必要 

●支援内容 

①設備整備等の補助 

・簡易陰圧装置、簡易ベッド、簡易診察室、全フィルター付き空気清浄機、ＨＥＰＡフィルター付

きパーテーション、個人防護具、消毒経費等 

②支援金の支給 

感染拡大防止対策や診療体制確保等に要する費用について、以下の額を上限として実費を補助す

る 

病床数 上限額 

99 床以下 2,000 万円 

100 床以上 3,000 万円 

100 床ごとに 1,000 万円を追加 

 

※新型コロナウイルス患者の入院受入れ医療機関に対する上記の額への加算 1,000 万円 

②の補助の対象経費 

・感染拡大防止対策に要する費用 

・院内等での感染拡大を防ぎながら地域で求められる医療を提供するための診療体制確保等に 

要する費用（従前から勤務している者及び通常の医療の提供を行う者に係る人件費は除く） 

※経費の例（清掃委託、検査委託、寝具リース、感染性廃棄物処理、個人防具の購入等） 

上記の申請受付及び給付開始日については都道府県によって異なるとされており、窓口も各

都道府県となります。 

救急･周産期･小児医療機関の院内感染防止対策     
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新型コロナウイルス感染拡大防止支援策 

 

 



 

１１ 

 

 

 
 

 
 
この事業の目的は、医療機関等で働く医療従事者や職員は、新型コロナウイルス感染症の拡大

防止・収束に向けてウイルスに立ち向かい、相当程度心身に負担がかかる中、強い使命感を持っ

て、業務に従事していることに対して慰労金を給付することです。 

慰労金は新型コロナウイルスに実際に対応した職員でなくても給付されることから幅広く給

付を受けることができます。医療機関の役割の設定は、都道府県の他、保健所設置市や特別区が

行っている場合があり、給付対象･給付金額を医療機関等の判断で変えることはできません。 

 

◆給付対象・給付金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）厚生労働省 「新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金交付事業」のご案内 

 
 
厚生労働省では、医療機関等に向けて新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金に関するＱ

＆Ａを公表しています。慰労金は医療機関の収入になりませんが、職員の収入に関わることです

ので早めに内容を確認し、申請することが求められます。 
         

新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金交付の概要     
 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金に関する Q＆A     
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医療従事者に対する慰労金の支給 



 

１２ 

人事評価の公平性を確保していくためには、 

評価者の教育が不可欠だと思いますが、 

具体的に何を行えばよいでしょうか。 

 

 

 

 

 
 
 
   

人事評価制度を運用する場合、評価者の能力や考え方などで評価結果に

差が出るようでは、人事評価は成立しません。 

そこで、全評価者が人事評価制度の導入目的を正確に把握し、評価方法

を学んで、マネジメント能力を高めることが必要不可欠です。 
 

（１）評価者教育のねらい 

研修は、下記の２点をねらいとしています。 
 

●人事評価ルールの理解     ●評価基準の統一 
 

人事評価の対象となる個人の仕事も、去年と全く同じではありません。 

状況の変化に対応するためにも、定期的に評価者教育を行います。 
 

（２）評価者教育の種類 

評価者教育は、その目的やレベルに応じて４つの区分に分けられます。 
 

種類 
 

内容 対象 実施期間 

必
要
に
応
じ
て
実
施
す
る
も
の 

人事評価制度 

導入時の研修 

人事評価制度の概要説明と、 

それに関連する研修 

（基礎研修と同様の内容） 

全評価者 
人事評価制度 

の導入時 

人事評価制度 

改定の説明会 

改定した内容の説明と 

それに関連する研修 
全評価者 

人事評価制度 

の改定時 

定
期
的
に
実
施
す
る
も
の 

評価者基礎研修 
管理職の役割、人事制度についてと 

人事評価の基礎理論 

初めて評価者 

になる職員 

評価者の立場 

に昇進した直後 

評価者応用研修 事例の検討、面接実習による応用研修 
評価者基礎研修 

を終えた評価者 

1 年に 1 度、 

人事評価実施 

時期の前 

   

人事評価者の研修 

ジャンル：人材・人事制度 ＞ サブジャンル：クリニックの人事制度 



 

１３ 

 

 

 

 

 
 
 

 

新入職員の早期戦力化を図るためには、人事評価制度と併せて、能力開発

制度を十分に機能させることが重要です。ＯＪＴとは「On the Job 

Training」の略で、新入職員に対し仕事を通じて知識や技術などを教育して

いく指導方法です。新入職員と年齢が近く、面倒見のよい職員をＯＪＴの担

当者に任命し、計画的に実施していくことがポイントです。 

 

■ＯＪＴを進める手順  

 

 

 

 

 

（１）ＯＪＴ担当者 

最初に、誰が誰を指導するのかを明確にします。ＯＪＴ担当者を決めないで、手が空いてい

る職員が担当するという方法では、ＯＪＴは進展しません。年齢の近い先輩職員を担当者にす

ると、話も合い、新入職員からも質問や相談をしやすいというメリットがあります。 
  

（２）指導項目 

自院の方針として、ＯＪＴ担当者に指導項目と計画を明確に指示します。患者や家族等対応

マナーや接遇の基本ルール、診療材料・機器等の準備手順、マニュアルの参照、報告書の記入

方法等、具体的かつ計画的に示します。 
  

（３）期限 

期限を定めないと、効率も悪く、緊張感を失いがちになるため、進展が遅れてしまいます。

新入職員に対しては、仕事を習得し成果を出す期限を示し、集中して取り組ませることが重要

です。 
  

（４）職能要件書の活用 

職能要件書を作り、職員の能力段階に応じた計画を立てます。これから習得しなければなら

ない課業を部下の等級と比較しながら、やや高いレベルの内容に設定するのが、能力開発のポ

イントになります。  
 

ジャンル：人材・人事制度 ＞ サブジャンル：クリニックの人事制度 

新入職員教育のため、ＯＪＴを活用しようと 

考えています。早期戦略化を図るため、 

どのような進め方が考えられますか。  

ＯＪＴの進め方 
 

指
導
項
目
を

決
め
る 

Ｏ
Ｊ
Ｔ
を
行
う

期
限
を
決
め
る 

Ｏ
Ｊ
Ｔ
担
当
者

を
決
め
る 

職
能
要
件
書

を
活
用
す
る 


